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参考２ 

石田頼房先生が示された「２０１９年へ至る平和な道の７原則」 
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石田頼房先生が示された「２０１９年へ至る平和な道の７原則」と教え子たちの関連プロジェクト 

   

１ 制度１：法制度＝体系的でシンプルで操作性の高い計画制度、地方自治体への権限委譲(４編) 

市街地総合再生事業（地区更新再開発）の創設(p55)、 

都市改革・都市計画制度等改革基本法（第一次案）(p57)、建築線計画から地区計画への展開(p61)、 

八潮市まちづくり条例に基づく「地域特性基準獲得・適合制度」(p76) 

２ 制度２：土地・税財政制度＝ノーモア土地バブル、開発利益の還元、自治体の財政自主権（２編） 

埼玉県営住宅のありかたについて（持続可能な公営住宅経営の指針）(p73)、 

川崎市団地造成事業等施行基準見直し調査(p74) 

３ 主体１：地方自治体：２１世紀は地方の時代、民主的計画能力をもった計画の主体へ（６編） 

練馬区生活幹線道路網計画(p65)、埼玉県田園都市産業ゾーン(p69)、 

鹿嶋市大野地区の線引き見直し(p71)、武蔵野市「特定土地利用地区特別用途地域」(p75)、 

世田谷区狭隘拡幅整備事業(p77)、岐阜羽島インター南部東地区計画(p79) 

４ 主体２：市民・住民＝市民の都市・都市計画に関する知識を豊かにし、真の主体に（８編） 

浦和駅東口再開発事業、柏崎東本町中心市街地活性化等(p70)、代官山ルール、伊勢原愛甲原住宅(p89)、 

田園調布地区計画の策定と改訂(p90)、福岡市東区香陵校区地域まちづくり計画(p92)、 

町田市まちづくり５０年史等(p93)、世田谷区風景資産＋風景づくり活動(p94)、 

高知市地区カルテ、真野のまちづくり(p97)、区画整理全国連絡対策会議(p98) 

５ 主体３：プランナー＝地域と市民に奉仕する職能の確立(４編) 

再開発の五つのデザイン要素(p59)、プランニング・スクールスクールとしての都市システム科学域(p60)、 

縮退の時代、マネージメントの時代の将来に備えられる調査、計画手法(p62)、 

幕張ベイタウン協議会の活動(p68) 

６ 都市・地域づくりの実践＝共同を中心に、公共、共同、企業・個人の真のパートナーシップ（１６編） 

東京都台東区谷中地区の計画協議による地域共生型マンションの実現(p54)、地方ニュータウン整備事業(p56)、

二宮町百合ヶ丘団地の再生事業(p58)、Ａ地区再開発事業における鉄道施設遺構の保存(p64)、 

京浜臨海部の戦略的マネージメントと武蔵小杉駅周辺地区の土地利用転換(p66)、 

震災復興新市街地での商業者誘致と商業地形成(p67)、北区４軒長屋地区の２項道路判定(p78)、 

雑司ヶ谷のまちづくり(p80)、世田谷区一団地の住宅施設建替誘導指針(p81)、 

多摩ニュータウンの“成熟化”に向けた NPO多摩ニュータウン・まちづくり専門家会議の取組み(p83)、 

環状第二号線新橋・虎ノ門地区再開発事業(p84)、 

竜ヶ崎ＮＴ事業、船橋美し学園(p85)、川崎駅西口地区再開発、勝どき駅前再開発の零細地権者対応(p86)、 

商業ビルの再生（こども・子育てひろば「えみふる」）(p88)、 

いわき市豊間区画整理地区(p91)、コーポラティブハウス・コーポ高幡管理組合(p95) 

７ 政治的側面の原則 

該当なし 

＊上記プロジェクトの７原則への分類については、作成者が試案として仮に整理したものである。 

 教え子の関わる取組や考え方に限定し、石田先生の著作や実践の紹介等は割愛した。 

＊プロジェクト項目末尾の（ ）カッコ内は、追悼集のページを示す。      （作成 古里 実）  


